
 

埼玉県汚染土壌処理業の許可の申請に関する手続等を定める要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。以下「法」とい

う。）に基づく、汚染土壌処理業の許可等の申請に関し、法に定めるもののほか、

計画書の事前提出等の必要な事項を定めることにより、汚染土壌の適正処理を推

進し、もって生活環境の保全及び県民の健康を保護することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、事業計画者とは埼玉県の区域において、新規に法第２

２条第１項に基づき汚染土壌処理業に係る埼玉県知事の許可を受けようとする者

及び法第２３条第１項に基づく変更の許可を受けようとする者をいう。 

２ この要領において、処理業許可とは、法第２２条第１項又は法第２３条第１項

の規定に基づく埼玉県知事の許可をいう。 

３ この要領において、処理業計画書とは、事業計画者が処理業許可の申請に先だ

ち、事業計画の内容の確認を受けるために提出する汚染土壌処理業計画書（様式

１）をいう。 

４ この要領において、事業実施予定地とは、処理業許可に係る施設を設置してい

る又は設置しようとする工場又は事業場の敷地をいう。 

５ この要領において、管轄環境管理事務所長とは、事業実施予定地を管轄する環

境管理事務所長をいう。 

６ この要領において、市町村長とは、事業実施予定地及び公図の上で事業実施予

定地に隣接する土地が所在する市町村の長をいう。 

７ この要領において、処理施設とは、汚染土壌の処理の事業の用に供する施設（主

たる施設の他、保管施設等関連する附帯設備を含む。）をいう。 

８ この要領において、汚染土壌とは、法第１６条第１項の汚染土壌をいう。 

 

（処理業計画書の提出等） 

第３条 事業計画者は、処理業許可の申請前に、処理業計画書を環境部長に４部（正

本１部、副本３部）提出しなければならない。 

２ 環境部長は、処理業計画書が提出された場合は、市町村が所管する関係法令等

に関し市町村長に意見を求めるものとする。また、管轄環境管理事務所で所掌す

る関係法令等に関し、管轄環境管理事務所長に意見を求めるものとする。 

３ 環境部長は、水環境課及び管轄環境管理事務所の職員に、事業計画者の立会い

の下、事業実施予定地の現地調査を行わせることができる。 

４ 環境部長は、処理業計画書の内容に関して、「汚染土壌の処理業に関するガイド

ライン」に基づいて審査を行うほか、必要に応じて、本庁関係部局等の長と協議

するものとする。 



５ 環境部長は、第２項の規定により求めた意見、第３項による現地調査の結果、

前項の本庁関係部局等の長との協議及び次条第３項の規定に基づく報告書を参考

にして処理業計画書を確認し、その結果を様式２により事業計画者に通知するも

のとする。 

６ 事業計画者は、環境部長から処理業計画書の内容について不備等の指摘を受け

たときは、速やかに必要な措置を講じるものとする。 

 

（隣接土地所有者及び周辺地域の住民等への周知） 

第４条 処理業計画書を提出した事業計画者は、次の者（以下「周知対象者」とい

う。）に対する事業計画の内容の周知（以下「計画周知」という。）をしなければ

ならない。 

  ただし、環境部長が別に定める場合にあってはこの限りでない。 

 ア 公図の上で事業実施予定地に隣接する土地の所有者 

 イ 環境部長が別に定める周辺地域の住民等 

２ 事業計画者は、計画周知を行う場合にあっては、あらかじめ、汚染土壌処理業

に係る周知計画書(様式３)を環境部長に４部（正本１部、副本３部）提出しなけ

ればならない。なお、計画周知の方法は次のいずれかによること。また、説明会

を開催する場合にあっては、周知対象者の参加に支障が生じないよう実施の時期

及び回数について適切な設定を行うとともに、周知対象者から提出された意見を

事業計画に反映するよう努めなければならない。 

  ア 戸別説明 

  イ 説明会の開催 

  ウ ア及びイの併用 

３ 事業計画者は周知計画書に基づく計画周知を実施したときは、速やかにその結

果について、汚染土壌処理業に係る周知結果報告書(様式４）を環境部長に４部（正

本１部、副本３部）提出するものとする。 

４ 前項の報告書には、計画周知において周知対象者から提出された意見等、当該

意見に対する事業計画者の回答並びに当該意見等の事業計画への反映等に関する

事業計画者の考え及び方針について記載した書類を添付しなければならない。 

 

（処理施設設置協議） 

第５条 事業計画者は、処理施設を設置又は変更しようとするときは、次に定める

事項について必要な措置を講じた上で、処理施設設置協議書(様式５）（以下「協

議書」という。）を環境部長に３部（正本１部、副本２部）提出し、承認を受けな

ければならない。 

  ただし、変更の許可の申請であって、処理施設の変更に係る工事が一切生じな

い場合は、この限りではない。 

 ア 第３条第５項の規定に基づく通知（以下「確認結果通知」という。）に記載さ



れた指示事項 

 イ 事業を行うために必要な他の法令に基づく許可及び認可等 

 ウ 処理業計画書提出後から、協議書を提出するまでの間に、汚染土壌処理業に

係る許可の基準等について、国が法令改正を行い施行した場合にあっては、当

該改正後の基準等への適合 

 エ 環境部長が特に必要があると認めた事項 

２ 事業計画者は、環境部長から協議書の不備等の指摘を受けた場合は、速やかに

必要な措置を講じるものとする。 

３ 環境部長は、協議書を審査し、適正であると認めたときは、事業計画者に処理

施設設置承認書（様式６）を交付するものとする。 

４ 事業計画者は、確認結果通知を受けた日から起算して２年以内に協議書を提出

しなければならない。事業計画者は当該協議書を２年以内に提出できなかったと

きは、改めて処理業計画書を提出し、審査を受けるものとする。 

 

（許可申請） 

第６条 事業計画者は、処理業許可の申請書を整備・充足の上、知事に３部（正本

１部、副本２部）提出するものとする。 

２ 知事は、許可処分を行うに当たっては、処理施設について水環境課及び管轄環

境管理事務所の職員に実地に調査を行わせるものとする。この場合において、事

業計画者は、調査に必ず立ち会わなければならない。 

３ 知事は、第１項の処理業許可の申請に基づいて許可したときは、指令書（様式

７）及び許可証を事業計画者に交付するものとする。 

 

（更新許可申請） 

第７条 法第２２条第４項の規定に基づき、許可の更新を受けようとする者は、法

第２２条第１項の許可の有効期限の６０日前までに、処理業許可の申請書を知事

に３部（正本１部、副本２部）提出するものとする。 

２ 知事は、許可処分を行うに当たっては、管轄環境管理事務所で所掌する関係法

令等に関し管轄環境管理事務所長に意見を求めるものとする。 

３ 知事は、前項の処理業許可の申請に基づいて許可したときは、指令書（様式７）

及び許可証を、当該申請をした者に交付するものとする。 

 

（処理業の譲渡及び譲受、合併又は分割並びに相続の承認申請） 

第８条 法第２７条の２第１項、法第２７条の３第１項及び法第２７条の４第１項

の規定に基づく承認を受けようとする者（以下、「承認申請者」という。）は、法

に規定する申請書を知事に３部（正本１部、副本２部）提出するものとする。 

２ 知事は、承認処分を行うに当たっては、水環境課及び管轄環境管理事務所の職

員に実地に調査を行わせることができる。この場合において、承認申請者は、調



査に必ず立ち会わなければならない。 

３ 知事は、第１項の承認申請に基づいて承認したときは、指令書(様式８)を承認

申請者に交付するものとする。また、法に定める許可証については、当該申請に

係る汚染土壌処理業者の地位を承継した者に交付するものとする。 

 

（事務手続等） 

第９条 処理業計画書が提出されたときは、環境部長は様式９により市町村長に、

様式１０により管轄環境管理事務所長に、処理業計画書１部を添えて、照会する

ものとする。 

２ 環境部長は、前項の意見照会を行ったときは、その旨を様式１１により、管轄

環境管理事務所長に通知するものとする。 

３ 環境部長は、確認結果通知を行ったときは、その内容を様式１２により市町村

長に、様式１３により管轄環境管理事務所長に、それぞれ通知するものとする。 

４ 環境部長は、事業計画者から周知計画書又は周知報告書が提出されたときは、

様式１４により市町村長に、様式１５により管轄環境管理事務所長に、周知計画

書又は周知報告書１部を添えて、通知するものとする。 

５ 環境部長は、第５条第３項の規定に基づいて承認したときは、様式１６により

市町村長に、様式１７により管轄環境管理事務所長に、それぞれ通知するものと

する。 

６ 第 7 条第 1 項の許可申請書が提出されたときは、知事は様式１８により管轄環

境管理事務所長に、照会するものとする。 

７ 環境部長は、知事が第６条第１項又は第７条第１項の申請について許可したと

きは、様式１９により市町村長に、様式２０により管轄環境管理事務所長に、様

式２１により管轄環境管理事務所長以外の全ての環境管理事務所長に、それぞれ

通知するものとする。 

８ 環境部長は、知事が第８条第１項の申請について承認したときは、様式２２に

より市町村長に、様式２３により管轄環境管理事務所長に、様式２４により管轄

環境管理事務所長以外の全ての環境管理事務所長に、それぞれ通知するものとす

る。 

 

（その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、環境部長又は水環境課長

が別に定めるものとする。 

 

 附 則 

１ この要領は、平成２２年７月２２日から施行する。 

２ この要領の施行前になされた計画書の提出及び処理業許可の申請は、この要領

に基づく計画書の提出及び処理業許可の申請とみなす。 



３ 前項に規定する場合のほか、この要領の施行前になされた手続その他の行為は、

この要領によってしたものとみなす。 

 

 附 則 

１ この要領は、平成２３年１０月３１日から施行する。 

２ この要領の施行前になされた計画書の提出及び処理業許可の申請は、この要領

に基づく計画書の提出及び処理業許可の申請とみなす。 

３ 前項に規定する場合のほか、この要領の施行前になされた手続その他の行為は、

この要領によってしたものとみなす。 

 

 附 則 

１ この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行前になされた計画書の提出及び処理業許可の申請は、この要領

に基づく計画書の提出及び処理業許可の申請とみなす。 

３ 前項に規定する場合のほか、この要領の施行前になされた手続その他の行為は、

この要領によってしたものとみなす。 


